
令和７年度 第１回いわて女性の活躍促進連携会議
日時： 令和７年８月７日（木）14：00～15：30

場所： サンセール盛岡 １階 ダイヤモンド

次    第

１ 開  会  

２ 挨  拶  

３ 議  事

(1) 協議『女性活躍支援の取組について』

ア 令和７年度の取組について             資料１

イ 部会等の取組について               資料２

(2) 報告『女性活躍関連施策の取組状況について』

ア 岩手労働局における女性活躍関連の取組について     資料３

イ 固定的性別役割分担意識解消促進事業について     資料４

ウ 女性活躍促進に関する県の取組について         資料５

エ 女性活躍推進に関するアンケート調査結果について   資料６

４ 意見交換

各構成団体における取組状況等について        資料７

５ その他                          

６ 閉  会
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いわて女性の活躍促進連携会議における令和７年度事業について 

１ 令和７年度取組方針 

女性に魅力ある職場環境づくりや、女性の所得向上につながる支援等を一層強化していくと

ともに、職場や家庭、地域における固定的性別役割分担意識を解消していくための啓発活動を

推進する。 

２  女性活躍支援の強化    

(１) 若者や女性が活躍できる職場環境づくり                           
ア 女性活躍企業認定のメリットの拡充 

    女性活躍認定取得に係る優遇措置拡充と優良事例の横展開により、認定企業の普及と拡大を推進 

                    

（参考）いわて女性活躍企業認定数（Ｒ７年７月末現在） 

 H29～Ｒ2 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ R６ R7 合計 

ステップ１ 97 52 46 39 26 11 271 

ステップ２ 140 51 53 ３３ 48 ６ 33１ 

合計 237 103 99 ７２ 74 1７ 602 

 

（参考）えるぼし・プラチナえるぼし認定数（Ｒ７年６月末現在） 

 

 

青森県 秋田県 岩手県 宮城県 山形県 福島県 全国 
2２ 20 36 3７ 3６ 2８ 3,710 

資料１ 
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イ 女性活躍推進セミナーの充実（令和７年９月以降に順次開催） 

     女性が働きやすい職場環境づくりや女性の就業・キャリア形成のため、各種セミナーを開催 

経営者・管理職 

向けセミナー 

〔内容〕「女性活躍推進」及び「仕事と育児等の両立支援」に向けた考え方や必要性
について、経営者や管理職の理解促進、意識改革を促すセミナー 

〔人数〕70 名程度 
〔開催形式〕オンライン 

女性社員向け 

セミナー 

〔内容〕女性社員が目指したいキャリアについて考えるためのセミナー 
   ・若手社員向け：テーマ「若手社員向けのキャリアデザイン」 
   ・中堅職員向け：テーマ「管理職やリーダとして活躍するための環境づくり」 
〔人数〕各 70 名程度 
〔開催形式〕オンライン 

キーパーソン 

養成講座 

（新規） 

〔内容〕企業の人事労務担当者が社内で女性活躍や働き方の見直しを具体的に進める
ためのノウハウ・スキルを学ぶ実践的講座 

〔人数〕20～30 名程度 
〔開催形式〕参集・３回の連続講座 

男性社員向け 

セミナー 

（新規） 

〔内容〕女性活躍推進に向けた考え方や必要性について、男性職員の理解促進、意識
改革を促すセミナー 

〔人数〕70 名程度 
〔開催形式〕オンライン 

 

(２) 経営者層への働きかけ                               
  ア 職場・地域等における固定的性別役割分担意識の解消（新規） 

    性別によるアンコンシャス･バイアス解消を促すための専門家を委嘱し、経済団体をはじめ、地域等にお

ける啓発活動を広く展開 

  イ 「いわて宣言」及び「選ばれる岩手」の賛同拡大 

    「性別による固定的な役割分担意識をなくそういわて宣言（令和３年２月）」と「若者・女性に「選ばれ

る岩手」宣言（令和７年１月）」への賛同を全県で呼びかけ強化 
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(３) 女性の就労確保や所得向上に向けた支援                        
  女性デジタル人材の育成と就業の一貫支援 

女性の所得向上と多様で柔軟な働き方の実現を図るため、女性デジタル人材の育成者数を拡大（30名⇒50名）

するとともに、県内企業等のニーズと育成人材の就労希望とのマッチングを推進 
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(４) 家事・育児時間のジェンダーギャップ解消                        
  ア 家事・育児シェアの普及推進 

     家事・育児シェア率診断応募キャンペーンや、県内商業施設等でのＰＲキャラバンによるプロモーショ

ンなど「家事・育児シェアシート」の利用を促進し、夫婦や家族が協力して家事・育児を行う意識を醸成 

    家事・育児そのものの負担軽減・最適化や家事・育児支援サービスを行う企業等との連携方法の検討 

 

  イ 固定的性別役割分担意識の解消（新規） 

岩手県男女共同参画センターによる「企業等向け出張セミナー」の開催 

家事・育児シェアの普及推進 企業等向け出張セミナー 
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≪委員・構成団体≫ 【女性消防職団員６名と構成団体】

≪令和６年度の取組実績≫
１ 防災部会の開催（第１回：R6.7.22）

令和６年度の取組内容等を協議
（※２回の開催を予定したが、２回目は林野火災のため中止）

２ 取組実績
(1) 女性消防職員関連
ア 全国女性消防吏員交流会への派遣（２名）(R6.10.19）
イ 県内女性活躍推進講習（参加者24名）（R6.10.9～10）
ウ いわて就職マッチングフェアへの参加(R7.2.15）
（※県内女性消防吏員研修会は林野火災のため中止）

(2) 女性消防団員関連
ア 「いわて消防団応援の店」の登録促進(R7.3.31現在422店)
イ SNSを活用した消防団員加入促進広報

（※県内女性消防団員交流会は林野火災のため中止）
３ 市町村・消防本部との連携
(1) 市町村消防団事務担当者意見交換会（R7.2.25）
(2) 消防本部人事担当者会議（R6.12.25）

【参考】女性消防職団員の状況（R7：速報値）

≪令和７年度の取組≫
１ 防災部会の開催（R7.6月及びR8.2月頃）

女性消防職員及び女性消防団員活躍の現状や課題、今後の
取組の方向性などについて意見交換

２ 取組内容
(1) 女性消防職員関連
ア 全国女性消防吏員交流会派遣（開催地・時期未定）
イ 県内女性活躍推進講習（R7.12.10）
ウ 県内女性消防吏員研修会（R8.2月頃）
エ 就職活動を行う学生等へのPR強化（マッチングフェア等）

オ 部会委員と女性消防吏員との意見交換会【新規】

(2) 女性消防団員関連
ア 部会委員と県内女性消防団員との意見交換会(R7.7.21)

イ 部会委員と県内女性消防協力隊との意見交換会【新規】

ウ 「いわて消防団応援の店」の登録促進（随時）

エ SNSを活用した消防団員加入促進広報(随時)

オ 女性団員募集の取組や活躍事例の収集・提供【新規】

３ 市町村・消防本部との連携（継続）
(1) 消防本部人事担当者会議

（R7.11月頃）
(2) 市町村消防団事務担当者

意見交換会（R7.8月下旬）

いわて女性の活躍促進連携会議 防災部会

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人数 44人 49人 56人 61人 66人 76人 72人

割合 2.2% 2.5% 2.8% 3.0% 3.3% 3.7% 3.5%

全国 割合 2.9% 3.0% 3.2% 3.4% 3.5% 3.6% －

人数 499人 490人 497人 480人 501人 529人 549人

割合 2.3% 2.3% 2.4% 2.4% 2.7% 2.8% 3.0%

全国 割合 2.9% 3.0% 3.2% 3.4% 3.5% 3.8% －

吏

員

団

員

県

県

長谷川 みなみ 氏（盛岡地区広域消防組合）
千 田 沙緒理 氏（奥州金ケ崎行政事務組合）
藤 原 神 奈 氏（盛岡市消防団）

伊 藤 ト ヨ 氏（奥州市消防団）
高 宏 美 鈴 氏（遠野市消防団）
樋 口 智 佳 氏（一戸町消防団）

岩手県消防長会
公益財団法人岩手県消防協会
岩手県女性消防連絡協議会
岩手労働局
岩手県教育委員会

県内女性消防団員との意見交換会

資料２
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いわて女性の活躍促進連携会議子育て支援部会
≪構成団体・委員≫
学校法人盛岡大学短期大学部

日本保育協会岩手県支部

岩手県私立保育園連盟

認定ＮＰＯ法人いわて子育てネット

岩手県児童館・放課後児童クラブ協議会（岩手県社会福祉協議会）

岩手県小学校長会

≪令和６年度の取組実績≫

■子育て支援部会の開催（令和７年３月26日）
「いわてこどもプラン（2025～2029）」の策定を踏まえた令和
７年度以降の取組の方向性について、部会の刷新も含め検討

いわてこどもプラン（2025-2029）やさしい版

≪令和７年度の取組≫
■令和７年度以降の部会のあり方の検討
＜取組の方向性＞
子育て支援部会では、女性活躍推進のための社会全体の理

解促進を総合的に推進することを目指し、これまで多様な保
育サービスの提供や保育士確保策をテーマに運営。
待機児童解消に向けた取組などの各種施策に意見を反映。

今後は、女性活躍推進の阻害要因の一つとなっているジェ
ンダーギャップの解消に向け、
・ 性別によらず、誰もが「自分が将来どうなりたいか」等
を考える「ライフデザイン形成支援」や、
・ 性や妊娠に関する正しい知識を身に付け健康管理を行う
よう促す「プレコンセプションケア」

などについて、子どもの発達段階に応じた支援を行うことを
通じて、子ども・若者が自分自身を大切にすることや男女と
もに互いを尊重し合うことの大切さ等を学ぶことが重要。

よって、これらの施策の充実に向け、学識経験者や有識者
等のほか、子ども・若者や保護者などの当事者を部会の構成
メンバーに加え、当事者の声を反映しながら意見交換・研究
する場として部会を運営していく。

☞プレコンセプションケア
性や妊娠に関する正しい知識を身に付け健康管理を行うよう促すこと
をさし、妊娠・出産を望む人たちだけではなく、家族みんなの健康と
幸せにつながる取組。

【主な意見】
・ 子育てしやすい社会をどのように作っていくか、子育て
前の世代（10代～20代）から意見を聴取し、研究する場と
してはどうか。

7



いわて女性の活躍促進連携会議女性の就業促進部会

≪令和６年度の取組実績≫ ≪令和７年度の取組≫

≪構成団体・委員≫ 【女性の経営者、役員、管理職や起業された方７名】

工 藤 昌 代 氏 （㈱ホップス 代表取締役）
佐々木 祐 子 氏 （東京土地販売㈱ 代表取締役）
佐 藤 智 栄 氏 （㈱サトウ精機 代表取締役社長）
畠 山 いずみ 氏 （㈱北日本銀行）

山 田 智 子 氏 （㈱山田酒店 取締役）
渡 邉 さやか 氏 （㈱re:terra 代表取締役）
渡 邉 里 沙 氏 （㈲秀吉 取締役）

誰もが働きやすい職場環境づくりに向けた提案書の作成

誰もが働きやすい職場環境づくりに向け、①ワークライフバラン
スの推進、②仕事と子育ての両立、③若者への岩手・仕事の魅力発
信 の３つの視点から、特に優先して取り組むべき事項を提案

▶ 部会内の意見交換
－ 6/13：R6活動計画に関する意見交換
－ 7/26：目指す姿や優先的に取り組む事項

について意見交換
－ 9/4 ：提案書（素案）について意見交換

▶提案書の公表
－ 10/24：提案書の内容について

部会委員から達増知事へ説明

情報発信

自社分析チェックシートの検討

▶ 岩手県中小企業家同友会との連携
－ 岩手県中小企業家同友会とともに、

経営者等に、自らの企業経営の課題
（アンコンシャス・バイアス等）への気づきを
促す「自社分析チェックシート」を検討

－ 同友会会員が参加する学習会において、
チェックシートを試行(3/11)

▶ 「いわて女性の活躍応援サイト」への提案書の掲載
▶ X（旧Twitter）、Facebookによる発信

自社分析チェックシートの検討

情報発信

▶ X（旧Twitter）、Facebookによる発信
－ 誰もが働きやすい職場環境づくり関する

情報や、部会活動について引き続き発信

学習会の開催

▶ 部会内の意見交換
－ 5/19：提案書に対する県の取組状況を

共有するとともに、今年度の活動内容と
R6年度末に試行した自社分析
チェックシートについて意見交換

▶ 岩手県中小企業家同友会との意見交換（7/25）

▶ 岩手県中小企業家同友会との学習会（9/16予定）
▶ その他経済団体等との学習会（２回程度を予定）

－ 自社分析チェックシートを活用した学習会により、
経営者層の意識改革（アンコンシャス・バイアスへの気づき）
を促進

いわて未来づくり機構との連携

▶ ラウンドテーブルへの出席（7/11）
－ 渡邉部会長及び佐藤副部会長が「アンコンシャス ・ バイアス

への認識、今後の展望等について」をテーマとしたディスカッ
ションに「いわて未来枠」として参加
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令和６年９月
いわて女性の活躍促進連携会議 女性の就業促進部会

提案書

男女問わず、誰もが働きやすい職場環境の構築

～ キラキラ・ワクワク・ドキドキしながら、
働くことで幸せになれる岩手県 ～
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▸ 平成29年の部会活動開始以降、様々な団体との意見交換等を通じ、アンコンシャス・バイアス（無意識の偏
見）にとらわれ、社員の可能性を生かしきれていない可能性があることや、女性の就業促進に関する制度は
整備されてきているが、依然として働くことに関する女性の満足度が低いことなどが分かったことから、女
性のことだけを考えていては状況が変わらないこと、男女ともに働きやすい職場環境づくりを目指すことが
女性の活躍にもつながると考え、経営者や行政機関が取り組むべきこととして令和２年度に提言を取りまと
めた。

▸ 提言の取りまとめ以降、その普及浸透に取り組んできたが、新型コロナウイルス感染症の流行や物価高騰な
ど、社会経済情勢が大きく変化している今だからこそ、男性も女性も、自らの希望する働き方を実現し、幸
せになれる岩手県を実現するために、特に優先して取り組むべきことを次の３つの柱で提案する。

①ワークライフバランスの推進、②仕事と子育ての両立、③若者への岩手・仕事の魅力発信

提案の趣旨

これまでの活動

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

▸部会設置
▸ 経営者の意識改革等
部会員による意見交換

▸ 女性が働きやすい環境づくりなど
部会員による意見交換

▸ 農山漁村で輝く女性部会との連携

▸ 女性の正規雇用促進など
部会員による意見交換

▸ 先進企業の現地調査

▸提言の取りまとめ
▸ 経済団体との連携
- 盛岡商工会議所女性会
- 盛岡工業クラブ

▸ 就職先として選ばれるには？など
部会員による意見交換

▸ 経済団体との連携
- 盛岡工業クラブ

▸ 情報発信の開始
- Twitter、Facebook
- えふえむ花巻

▸ 農山漁村で輝く女性部会との連携

▸ 産学官連携ｻﾃﾗｲﾄﾐｰﾃｨﾝｸﾞとの連携

▸ 経済団体との連携
- 盛岡工業クラブ
- 岩手県中小企業家同友会
- 岩手経済同友会

▸ 情報発信
- えふえむ花巻、ラヂオもりおか
- Twitter、Facebook

▸ 子育て支援部会との連携

▸ 経済団体との連携
- 盛岡工業クラブ
- 岩手県中小企業家同友会

▸ 出張部会の開催

▸ 情報発信
- Ｘ、Facebook
- いわて！わんこ広報室

▸提案書の作成
▸ 情報発信
- Ｘ、Facebook
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仕事とプライベートを両立しながら、いきいきと幸せに働くことができる岩手県

▸令和元年の岩手県の年間総実労働時間数は、1,812.0時間と全国ワースト１位
➔令和５年は1,742.4時間に改善したが、出勤日数が全国より多いことや、パートタイム労働者の所定内労

働時間が長いことなどから、全国45位と依然として低調

▸令和４年の岩手県の年次有給休暇取得率は59.2％と
全国より低調であり、休暇制度を活用できていない。
➔長時間労働を是とする人事評価・職場風土が残っている
可能性

▸明確な評価基準に基づいた人事評価制度の構築の必要性は
理解しているものの、構築や運用に関するノウハウがなく、
着手できない 。

① 業界ごとのベースとなる評価表（岩手モデル）の提示
② 評価制度の作り方、制度運用の仕方に関するセミナーの開催
③ 業界ごとの好事例の展開などによる休暇制度等の活用促進

1,672.8

1,542.0

1,628.4

1,515.6

139.2

127.2

114.0

120.0

1,300 1,400 1,500 1,600 1,700 1,800

岩手

全国

岩手

全国

所定内労働時間 所定外労働時間

1,635.6

1,742.4

1,669.2

1,812.0

Ｒ１

Ｒ５ 宮城県 34位
:

秋田県 43位
福島県 44位
岩手県 45位
青森県 46位
山形県 47位

厚生労働省「毎月勤労統計調査地方調査（５人以上）」

48.7 49.5

55.8 56.1
58.6 59.2

51.2 52.8

58.1 57.7
59.0

61.9

45

50

55

60

65

H29 H30 R1 R2 R3 R4

岩手 全国

北海道中小企業団体中央会「中小企業労働事情実態調査報告書」

現状と課題

目指す姿Ⅰ

提案内容

年次有給休暇取得率（％）

年間総実労働時間（時間）

年間総実労働時間：R8に1,633.0時間
年次有給休暇取得率：R8に65.0％(R7)

235.2
231.6

232.8

230.4
228.0

216.0
212.4 212.4 211.2 211.2

210

220

230

240

R1 R2 R3 R4 R5

岩手 全国

年間出勤日数（日）
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仕事と育児等を両立しながら、キラキラ働き続けられる岩手県

▸育児休業給付の給付率が67％（手取りで８割相当）にとどまるなど、休暇取得時の収入の減少がネックとな
り、特に男性育休の取得が進まない。
➔法改正により、令和７年４月に「出生後休業支援給付」が創設され、従来の育児休業給付と合わせて給付
率80％（手取りで10割相当）に引上げ

➔令和７年４月に「育児時短就業給付」が創設され、時短勤務中に支払われた賃金額の10％が支給

▸「男性は仕事、女性は家事」といった固定的性別役割分担意識など
により、女性が長期休暇や短時間勤務を選択せざるを得ず、キャリ
アアップへの影響がある。

▸ 女性の社会進出が進む一方、家事・育児の負担が女性に偏っている
ことに加え、活用できる家事代行サービス等の外部サービスの選択
肢が少ないなど、外注のハードルが高い。

④ 雇用保険の適用を受けられない方に対する育児期等の収入減への支援
⑤ 職場におけるアンコンシャス・バイアスへの気づきに向けた事例の展開
⑥ 家事・育児に係る外部サービスの充実、費用に対する助成

現状と課題

目指す姿Ⅱ

117 101

295
364

0

100

200

300

400

共働き 夫のみ仕事あり

夫 妻 令和５年県の施策に関する県民意識調査

育児時短就業給付イメージ育児休業等給付イメージ

家事・育児にかける時間（分）

共働き世帯の男性の家事時間割合：R8に50.0％ 〔週平均〕

※ 女性の家事時間に対する割合

いわて子育てにやさしい企業等認証数：R8に515事業者〔累計〕

厚生労働省HP
「令和６年雇用保険制度の

改正内容について（子ども・
子育て支援法等の一部を改
正する法律）」より

提案内容

12



若者に選ばれ、いきいきと幸せに働き続けられる岩手県

▸就職活動等に関する情報を掲載しているツールが乱立している

▸就職先を考える際、男女ともに最も賃金を重視すると回答して
いる一方、就職活動をするための十分な情報が得られていない

➔情報が探しにくいことに加え、賃金ばかりがピックアップさ
れ、「豊かさ＝賃金が高いこと」のイメージが先行している
可能性がある

⑦ 可処分所得や可処分時間など、賃金だけではない岩手県の豊かさの情報発信
⑧ 自社の魅力・岩手で働く魅力掲載など、採用ページを充実させる企業への支援
⑨ 膨大な量のホームページ等情報発信ツールの整理

現状と課題

目指す姿Ⅲ

提案内容

十分には
得られていない

いわて高等教育地域連携プラットフォーム「県内就職に関する学生向けアンケート」調査結果

339
292

267
183

133
123

115
111

給与

職場の人間関係・雰囲気

充実した福利厚生

休暇制度の充実・休暇取得のしやすさ
労働時間等就業拘束時間

やりたい仕事や好きなことができる

育児・介護休業取得率

企業の安定性

就職先を考える上で重視する項目（女性）＜１人５項目＞

就職活動をするための十分な情報が得られているか

224
173

159
114

100
94

84
74

給与

充実した福利厚生

職場の人間関係・雰囲気

休暇制度の充実・休暇取得のしやすさ
労働時間等就業拘束時間

企業の安定性

やりたい仕事や好きなことができる

自分の知識と技能のマッチング

就職先を考える上で重視する項目（男性）＜１人５項目＞

十分に
得られている

758

745

730

740

750

760

岩手県 東京都

総務省統計局
「令和３年社会生活基本調査」国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会」（R3.1.29）参考資料より

44.7％55.3％

経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）の比較 フルタイム雇用者の１日のうちの平均可処分時間（平日）（分）

地方と中央に関するアンコンシャス・バイアスの解消

38位

16位

13
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都道府県別の経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）

 東京都の可処分所得は全世帯平均では全国３位だが、中央世帯（※2）の平均は12位。
 一方で中央世帯の基礎支出（※3に示す食・住関連の支出を言う。）は最も高いため、可処分所得と基礎支出との差額は42位。
 更に費用換算した都道府県別の通勤時間（ ※4 ）を差し引くと、東京都が最下位。

⇒ 東京都の中間層の世帯は、他地域に比べ経済的に豊かであるとは言えない。

※1世帯はすべて2人以上の勤労者世帯 （単身又は経営者等は含まない）。
※2中央世帯とは、各都道府県ごとに可処分所得の上位40％～60％の世帯を言う。
※3基礎支出＝「食料費」＋「（特掲）家賃＋持ち家の帰属家賃」＋「光熱水道費」。なお、「持ち家の帰属家賃」は

全国消費実態調査で推計しているもの。

※中央世帯の数値については、統計法に基づいて、独立行政法人統計センターから「全国消費実態調査（H26）」（総務省）の調査票情報の提供を受け、
国土交通省国土政策局が独自に作成・加工した統計であり、総務省が作成・公表している統計等とは異なります。

（参考）上記差額から更に費用換算した通勤時間（C）を差し引く

※4「平成30 年住宅土地統計の通勤時間」、「令和元年毎月勤労統計地方調査における一ヶ月当たり出勤日数」及

び「令和元年賃金構造基本統計における一時間当たり所定内給与」を用いて国土交通省国土政策局で作成。（所
定内給与は居住都道府県における数値を適用）

国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会」（R3.1.29）参考資料より
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家賃水準の都道府県別比較

 東京都の１㎡あたり家賃は2,675円で、全国平均の1,276円のおよそ２倍と突出して高い。

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

全
国
北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

都道府県別１㎡あたりの民営賃貸住宅の家賃

出典：総務省「小売物価統計調査」（2019年９月）を元に作成。

（注１）民営賃貸住宅を対象としたもので、公営住宅は含まれない。
（注２）各都道府県の数値は、都道府県庁所在地の１㎡あたりの月額家賃を表している。
（注３）全国の数値は、都道府県庁所在地の１㎡あたりの月額家賃を単純平均したもの。

（円）

国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会」（R3.1.29）参考資料より
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都道府県別の平均可処分時間（フルタイム雇用者）

出典：総務省 「平成28年 社会生活基本調査」より国土政策局作成

 フルタイムで働く人の一日のうちの可処分時間の平均を都道府県別にみると、一都三県はいずれも低水
準となっている。

（分）

782

736
728 725 723

705

660

680

700

720

740

760

780

800

鹿
児
島
県

青
森
県

和
歌
山
県

高
知
県

島
根
県

大
分
県

北
海
道

山
口
県

愛
媛
県

秋
田
県

山
形
県

栃
木
県

山
梨
県

宮
崎
県

岩
手
県

富
山
県

三
重
県

佐
賀
県

広
島
県

京
都
府

新
潟
県

福
井
県

鳥
取
県

岡
山
県

長
崎
県

茨
城
県

岐
阜
県

徳
島
県

滋
賀
県

香
川
県

沖
縄
県

宮
城
県

福
島
県

静
岡
県

全
国
平
均

石
川
県

長
野
県

福
岡
県

熊
本
県

愛
知
県

群
馬
県

埼
玉
県

大
阪
府

兵
庫
県

千
葉
県

東
京
都

奈
良
県

神
奈
川
県

※可処分時間は24時間のうち、通勤・通学／仕事／学業／家事／身の回りの用事／介護・看護／育児／買い物に係る時間を除いた時間。
（具体的には、食事、睡眠、テレビ・ラジオ・新聞・雑誌、休養・くつろぎ、趣味・娯楽 等）

フルタイム雇用者の１日のうちの平均可処分時間（平日）

国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会」（R3.1.29）参考資料より
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注：「平成30年住宅土地統計の通勤時間」、「令和元年毎月勤労統計地方調査における一ヶ月当たり出勤日数」及び「令和元年賃金構造基本統計における
一時間当たり所定内給与」の積。（所定内給与は居住都道府県における数値を適用）

※全国平均（25,295円）

都道府県別の通勤時間の費用換算（月単位）

 通勤時間を各都道府県の所定内給与で費用換算したところ、首都圏が上位を独占している状況にある。

（円）

国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会」（R3.1.29）参考資料より
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≪構成団体・委員≫ ※ 女性農林漁業者（８名）と構成団体

曾 澤 麻希子 氏（林業・北上市）

大 森 友紀子 氏（農業・紫波町）

岡 田 真由美 氏（漁業・大船渡市）

小 泉 花 衣 氏（農業・奥州市）

菅 原 紋 子 氏（農業・雫石町）

中 村 菜 摘 氏（漁業・宮古市）

福 士 好 子 氏（農業・岩手町）

細 川 睦 氏（農業・雫石町）

【構成団体】
一般社団法人岩手県農業会議
岩手県農業協同組合中央会
岩手県森林組合連合会

岩手県漁業協同組合連合会
岩手県農山漁村女性組織連携会議
岩手県

≪令和６年度の取組実績≫ ≪令和７年度の取組≫

いわて女性の活躍促進連携会議 農山漁村で輝く女性部会

農林水産業をもっと魅力的に。

キャッチフレーズ 新３K
輝き らしく、楽しく、

輝く自分
絆 つなぐ、つなげる、

仲間の絆
希望 しっかり、かせげる、

希望の未来

1. 農林水産業で働く女性就業者の確保
移住・定住セミナー『いわての女性生産者との交流座談会』
⇒UIターン希望者に対し、岩手の農林水産業の魅力を発信（参加者６名）

ラジオを活用した情報発信（R7.10～11）
⇒ラジオ番組を通じて、農林水産業の魅力を

発信（部会員４名）

県内の大学生との意見交換
⇒農林水産業に対するイメージや効果的な

情報発信方法等について意見交換

2. 女性活躍に関する意識改革の推進
「くるみん認定」を受けたいわて生活協同組合との意見交換
⇒女性が働きやすい労働環境の整備や働き方改革に取り組む必要性に

ついて理解を深めた

『女性農林漁業者の活躍のための提言』『新３Ｋ』のＰＲ
⇒セミナーやいわて農林水産躍進大会等で周知

3. 課題解決に向けた取組
アンコンシャス・バイアスの解消に

向けたセミナー
⇒男女や世代に関わらず、理解を深める
必要性を認識 （参加者58名）

【移住・定住セミナーの様子】

就業先として岩手の農林水産業を選んでもらうため、
農林水産業の魅力に関する情報発信の強化

農林水産業で働く女性の活躍を推進するため、アン
コンシャス・バイアスの解消に向けた取組の強化

【取組の方向性】

2. 女性活躍に関する意識改革の推進

3. 課題解決に向けた取組

女性活躍推進セミナー（R7.11）
（テーマ案）アンコンシャス・バイアスの解消と働き方改革、

地域活性化等

1. 農林水産業で働く女性就業者の確保
移住フェア『THEいわてDAY』における農林水産業の
魅力発信（東京都、R7.8.30）

県内の大学生との意見交換（R8.1）

SNSを活用した部会の取組の発信

女性が働きやすい環境づくりに取り組む先進企業との
意見交換（R8.1）

『女性農林漁業者の活躍のための提言』『新3K』のPR

【アンコンシャス・バイアスの
解消に向けたセミナーの様子】

新規
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いわて女性の活躍促進連携会議けんせつ小町部会
≪構成団体・委員≫  【（一社）岩手県建設産業団体連合会から13団体及び岩手県】

会長 上野 千寿子 （一般社団法人岩手県建設業協会）

佐藤 万寿美 （一般社団法人岩手県建設業協会）

福田 弥貴子 （一般社団法人岩手県建設業協会）

玉山 直美 （岩手県鉄構工業協同組合）

熊谷 さやか （一般社団法人岩手県測量設計業協会）

吉田 繭 （一般社団法人岩手県警備業協会）

副会長 工藤 監子 （一般社団法人岩手県電業協会）

木下 光子 （一般社団法人岩手県建設業協会）

千田 真紀子 （一般社団法人岩手県空調衛生工事業協会）

川上 冴華 （一般社団法人岩手県塗装工業会岩手県支部）

浅野 環 （岩手県アスファルト合材協会）

櫻庭 志歩 （岩手県）

≪令和６年度の取組実績≫
１ 女性が働きやすい職場環境整備への理解促進に向けた取組

○ 女性が働きやすい職場環境に関する取組状況調査（７～11月）

建設企業の従業員を対象に働きやすい職場環境整備等の取組状況等につい

て、アンケート調査を実施

○ 女性活躍推進講座・事例発表会の開催（８月２日、50名参加）

・ テーマ：建設業界で働きやすい職場環境づくり

・ 県内建設企業が取り組む働き方改革・女性活躍の取組に係る事例発表

（㈱双葉設備アンドサービス、岩手道路開発㈱）

２ 建設業界で働く女性の交流促進、ネットワークづくり

あおもり建設業女性技術者ネットワーク会議との交流会（11月18日）

・ 現場見学会（杜の大橋橋面工工事）

・ 経営者の意識改革や建設業のイメージアップを

テーマとした意見交換会

３ 建設業の魅力発信

○ いわて建設業みらいフォーラム（11月25日）

展示ブースを設置し、高校生からの建設業に関する相談対応

○ 高校生との意見交換会（１月27日 ＠盛岡工業高校）

・「魅力ある建設業に向けて」をテーマとした意見交換を実施

・ VRなどのDX体験学習会を開催

≪令和７年度の取組≫

１ 女性が働きやすい職場環境整備への理解促進に向けた取組

○ 先進事例現場見学会（６月６日＠成瀬ダム）

ICT活用等による生産性の向上や労働環境整備

に係る先進事例を見学

○ 女性活躍推進講座（９月８日）

「アンコンシャス・バイアス」をテーマとした講習会の実施

○ 女性が働きやすい職場環境整備に関する取組状況調査（７月）

女性が働きやすい職場環境整備に関する取組状況等をアンケート調査を継続実施

○ 情報発信（新規）

・ 県土整備部SNSによる部会活動や女性活躍に取り組む企業のPR

・ メーリングリストによる県の女性活躍関連施策等の周知強化

２ 建設業界で働く女性の交流促進ネットワークづくり

あおもり建設業女性技術者ネットワーク会議との交流

３ 建設業の魅力発信

○ いわて建設業みらいフォーラム（10月30日）

高校生の相談対応や建設業で働く女性をPR

○ 工業高校生等との意見交換会（令和８年１月）

○ 「けんせつ小町部会提言書」に掲げる性別に関わらず誰もが働きやすい建設
業界を目指して取組を促進

○ 取組を継続していくとともに、経営者等の理解促進、建設業のイメージアップ
に向け情報発信を強化

「建設業が性別に関係なく、誰もが働きやすい業界となるために必要な取
組、改善すべきことは何か」という質問に対して、「経営者・従業員の意
識改革」、「建設業のイメージアップ」と回答する人が多い状況。

【取組の方向性】

意見交換会

かっこいい

きつい

実施前

意見交換によって、建設業のきつい
イメージがかっこいいイメージに変
わったと回答した生徒が多数

実施後

現場見学会
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いわて女性の活躍促進連携会議産学官連携サテライトミーティング
≪構成団体・委員≫ ※敬称略

佐々木 亜沙美（盛岡信用金庫）
照 井 り え（信幸プロテック株式会社）
小 泉 花 衣（農業）
横 澤 則 子（国立大学法人岩手大学ダイバーシティ推進室）
小 嶋 美沙子（公立大学法人岩手県立大学看護学部）

花 田 咲 香（盛岡市市民部市民協働推進課男女共同参画推進室）
鬼 柳 悠 子（北上市まちづくり部地域づくり課）
鈴 木 恭 子（大船渡市協働まちづくり部男女共同参画室）
澤 内 拓 実（一戸町生涯学習・協働推進課）

≪令和６年度の取組実績≫

◆ ミーティングの開催（２回）
◇ 令和６年10月18日（金）
・女性活躍に関する研修・意見交換会
【テーマ】「わたし発のソーシャルデザイン」

～家庭×職場×地域×α（アルファ）で考える～
【講 師】京都府立大学 京都地域未来創造センター

コーディネーター 鈴木 暁子 氏
岩手県立大学総合政策学部 准教授 役重 眞紀子 氏

◇ 令和７年２月28日（木）
・令和７年度の女性活躍支援の取組等について意見交換

◆ いわて働く女性のネットワークサークル イワテナ

《これまでの開催状況》

≪令和７年度の取組≫

◆ 取組の方向性
・ミーティングとイワテナを定期的に活動し、参加メ
ンバーのエンパワーメント向上及びメンバー同士の
ネットワーク形成を継続

・これまでの活動により見えてきた課題「企業や地域
等における『家事育児、介護は女性』『仕事は男
性』といった固定的性別役割分担意識や無意識の思
い込み（アンコンシャス・バイアス）」についての
気づきや見直しを促すための取組を実施

・家事・育児の女性への偏り解消に向けた取組を継続
して実施

◆ 活動予定

◆ 県の施策への反映状況
固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス

についての気づきや見直しを促す取組
⇒ 固定的性別役割分担意識解消促進事業【R7新規】

〔令和７年度当初予算額 3百万円〕

開催日 テーマ

イワテナ R7.7.18

「女性の流出が止まらない！ー女性に選
ばれる社会・地域・会社とはー」
【講師】株式会社aiびじねす

代表取締役 中村 夢美子 氏

ミーティング
R7.10月頃 メンバーの意向に沿ってテーマを設定

R8.2月頃 来年度の取組の方向性等

令和４年８月～
【産】「いわて働く女性のネットワークサークル」 イワテナ
県内の企業・団体等に勤務する女性を公募により募集
※メンバー数 65名（R7.３.31現在）

開催日 テーマ（参加人数） 開催日 テーマ（参加人数）

第1回 R4.8.31 仕事のやりがい（18名） 第5回 R6.2.27 家事・育児のシェア（8名）

第2回 R4.12.18 キャリアアップ(12名） 第6回 R6.8.29 固定的性別役割分担意識(8名)

第3回 R5.3.14 コミュニケーション勉強会（14名）
第7回 R7.2.3

働く女性のお悩み相談会(12名)
【講師】㈱パソナ東北創生

代表取締役 戸塚 絵梨子氏第4回 R5.7.26 仕事と家庭の両立（12名）

「イワテ」×「アテナ（ギ
リシャ神話の女神）」
→ 「いわての女神た
ちが語り合う場」の意
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2021年4月1日

岩手労働局雇用環境・均等室

令和７年度第１回いわて女性の活躍促進連携会議
岩手労働局における女性活躍関連の取組について
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岩手県内における認定企業（えるぼし・くるみん）について

• 令和7年５月末時点で、えるぼし3５社、くるみん58社を認定。

え る ぼ し 認 定 く る み ん 認 定

企業名 所在地 業種 認定年月

1 (株)薬王堂 盛岡市 小売業 H28.5
2 (株)岩手銀行 盛岡市 金融業 H28.5
3 (株)東北銀行 盛岡市 金融業 H28.6

4
(株)プラザ企画

奥州市 宿泊業
H29.3

(プラチナえるぼし)★ R3.6

5 (社福)永友会 盛岡市 医療福祉業 H29.11

6 岩手江刺農業協同組合 奥州市 複合サービス業 H30.1

7 第一商事(株) 盛岡市 ビルメンテナンス業 H30.5

8 (株)ベアレン醸造所 盛岡市 製造業 R1.7

9 (社福)とおの松寿会 遠野市 医療福祉業 R1.12

10 (学)岩手キリスト教学園 盛岡市 教育・学習支援業 R2.1

11 (株)吉田測量設計 盛岡市
専門・技術サービス

業
R2.6

12 (株)中央臨床メディエンス 盛岡市 医療福祉業 R2.10

13 (医)勝久会 大船渡市 医療業 R2.12

14 (株)佐々木組 一関市 建設業 R2.12
15 (株)ワイズマン 盛岡市 情報通信業 R3.1
16 (株)ライブリー 北上市 小売業 R3.7
17 (株)システムベース 北上市 情報通信業 R3.7
18 (株)小松製菓 二戸市 製造業 R3.9

19 (株)めんこいメディアブレーン 盛岡市 サービス業 R3.9
（他に分類されないもの）

20 (株)久慈設計 盛岡市
専門・技術サービス

業
R4.3

21 (社福)愛護会 奥州市 医療福祉業 R4.5
22 ゆわて吉田工業（株） 大船渡市 製造業 R4.9
23 （医）青樹会 盛岡市 医療福祉業 R4.10
24 （株）岩手日報社 盛岡市 情報通信業 R4.10
25 （公社）花巻共立会 花巻市 医療業 R4.12

26 新生ビル管理（株） 一関市 サービス業 R5.４
（他に分類されないもの）

27 （一財）岩手県薬剤師会検査センター 盛岡市
専門・技術サービス

業
R5.8

28 （株）三和ドレス 盛岡市 製造業 R5.12

29 （株）ヒロキャリアスタッフ 盛岡市 サービス業 R6.1
（他に分類されないもの）

30 （株）たまごファクトリー 八幡平市 製造業 R6.3
31 （株）いわて愛隣会 盛岡市 医療福祉業 R6.3
32 （社福）三陸福祉会 大船渡市 医療福祉業 R6.5
33 （株）小田島組 北上市 建設業 R6.9

34 ノースジャパン素材流通協同組合 盛岡市 複合サービス事業 R6.9

35 一関信用金庫 一関市 金融業 R7.4
2

企業名 所在地 業種 認定年月 企業名 所在地 業種 認定年月

1 (学)岩手キリスト教学園 盛岡市 教育・学習支援業

H21.3

30 （社福）岩手和敬会 盛岡市 医療福祉業 R1.5

H24.3

H29.4

H31.4

R3.5

R7.2

2
(株)岩手銀行

盛岡市 金融業

H23.5

31
(株)北日本銀行

盛岡市 金融業

R1.5

（プラチナくるみん）★ H28.1 （プラチナくるみん）★ R3.5

3 (株)東北銀行 盛岡市 金融業 H24.3 32 (社福)いつつ星会 二戸市 医療福祉業 R1.7

4 (株)エフビー 山田町 製造業 H24.7 33 (株）長島製作所 一関市 製造業 R1.11

5 (国)岩手大学 盛岡市 教育・学習支援業 H24.7 34 岩手日化サービス（株） 盛岡市 建設業 R1.11

6

(株)プラザ企画

奥州市 宿泊業

H24.10

35 第一商事（株） 盛岡市 ビルメンテナンス業 R2.2

H27.7（プラチナくるみん

プラス）★ H30.2

R4.5

7 (株)岩手日報社 盛岡市 情報通信業 H24.10 36 (株)中央臨床メディエンス 盛岡市 医療福祉業
R2.5

R５.5

8 杜陵高速印刷(株) 盛岡市 印刷業

H25.2

37 (株)富士通ｾﾞﾈﾗﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 一関市 製造業

R2.5

H27.5 R5.5

H31.4

9 (株)平金商店 盛岡市 卸小売業 H25.2 38 盛岡セイコー工業（株） 雫石町 製造業 R2.6

10 (株)テレビ岩手 盛岡市 情報通信業
H25.3

39 (株）ベアレン醸造所 盛岡市 製造業 R3.5
H27.4

11 山口北州印刷(株) 盛岡市 印刷業 H25.3 40 (株)中居都市建築設計 盛岡市 技術サービス業 R3.6

12 (社福)東和仁寿会 花巻市 医療福祉業 H25.7 41
宇部建設（株）

一関市 建設業 R3.7

（くるみんプラス）★

13 (株)グランツ 花巻市 医療福祉業 H25.7 42 (株)キタカミデリカ 北上市 製造業 R4.2

14 (社福)和江会 北上市 医療福祉業 H25.10 43 (株)アースデザインコンサルタンツ 大船渡市 技術サービス業 R4.2

15 (株)丹野組 二戸市 建設業 H25.10 44 (社福)愛護会 奥州市 医療福祉業 R4.5

16 盛岡つなぎ温泉病院 盛岡市 医療福祉業 H26.2 45 いわて生活協同組合 滝沢市 小売業 R4.７

17 (社福)誠心会 葛巻町 医療福祉業 H26.3 46 （有）いわてにっかコミュニティ企画 盛岡市 医療福祉業 R4.10

18 白金運輸(株) 奥州市 運輸業 H26.6 47 （株）こずかたサービス 矢巾町 サービス業 R4.11

19 (社福)九戸福祉会 九戸村 医療福祉業
H26.6

48 （社福）つくし会 一関市 医療福祉業 R５.5
H28.6

20 (医)友愛会 盛岡市 医療福祉業 H26.11 49 岩手基礎工業（株） 北上市 建設業 R5.8

21 (社福)若竹会 宮古市 医療福祉業 H27.4 50 昭栄建設（株） 盛岡市 建設業 R5.8

22 (株)菅文 二戸市 卸小売業 H27.5 51 盛岡ガス（株） 盛岡市
電気・ガス・熱供給水

道業
R6.2

23 (社福)奥州いさわ会 奥州市 医療福祉業
H27.7

52 (株)ミズサワセミコンダクタ 奥州市 製造業 R6.5
R1.6

24 (社福)ひたかみ福祉会 奥州市 医療福祉業 H27.7 53 キオクシア岩手（株） 北上市 製造業 R6.9

25 岩手スバル自動車(株) 盛岡市 自動車販売・修理業 H27.10 54 ゆわて吉田工業（株） 大船渡市 製造業 R6.12

26 (社福)新生会 矢巾町 障害者福祉業

H28.1

55 （株）ワイズマン 盛岡市 情報通信業 R7.2R1.6

R4.5

27
(株)水清建設

盛岡市 建設業
H28.6

56 新生ビル管理（株） 一関市 ビルメンテナンス業 R7.2
（くるみんプラス）★ H30.7

28 (株)日盛ハウジング 盛岡市 建設業 H30.4 57 佐藤建設（株） 田野畑村 建設業 R7.３

29 (株)北日本朝日航洋 盛岡市 技術サービス業
H30.5

58 （株）岩手マイタック 盛岡市 建設業 R7.４
R4.6
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固定的性別役割分担意識解消事業について 資料４

1

職場や地域に存在する性別に関するアンコンシャス・バイアスへの気づきや見直しを促す意識啓発を強化する
ため、アンコンシャス・バイアスの専門家である守屋智敬氏を「いわて女性活躍アドバイザー」に委嘱し、経
済団体や地域等を対象に講演会を実施

守屋智敬（もりやともたか）氏 プロフィール
一般社団法人アンコンシャスバイアス研究所 代表理事
株式会社モリヤコンサルティング 代表取締役

1970年大阪府生まれ。神戸大学大学院修士課程修了後、都市計画事務所、コンサルティング会社を経て、2015年、株式会
社モリヤコンサルティングを設立。管理職や経営層を中心に8万人以上のリーダーを育成。
復興庁「新しい東北」先導モデル事業がきっかけとなり、2012年からスタートした復興地東北ツアーは、現在も継続提供
している。
2018年、ひとりひとりがイキイキする社会をめざし、一般社団法人アンコンシャスバイアス研究所を設立、代表理事に就任。
アンコンシャスバイアス研修の受講者はこれまでに10万人をこえ、育成した「認定トーナー」は、200名をこえる。
2021年からは、小・中学校でのアンコンシャスバイアス授業をスタート。
著書に「アンコンシャス・バイアス」マネジメント（かんき出版）、導く力（KADOKAWA）など。
内閣府発行の広報誌「共同参画」への寄稿など、アンコンシャスバイアスをテーマとした取材・執筆多数。

＜令和７年度の講演実績・予定＞
・R7.7.11 いわて未来づくり機構ラウンドテーブル

「アンコンシャス・バイアスを知る、気づく、対処する
～ひとりひとりがイキイキと活躍する組織づくりのために～」

【参加者 約130名】

・R7.9.8 女性活躍推進講座（けんせつ小町部会主催）

他順次開催

※講演会には、守屋氏の他、(一社)アンコンシャスバイアス研究所の理事等も登壇予定 「いわて女性活躍アドバイザー」委嘱状交付式
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令和７年度各部における女性活躍関連施策の取組について 

【部局名：総務部】 

事業名（項目名） 内 容 

職員の仕事と家庭

の両立支援 

（男女とも） 

令和７年度は 制度・意識・慣行の３つの視点 から総合的にアプローチ 

１．育児のための部分休業制度の拡充【制度】 

○ 1日当たりの取得時間の上限をなくし、1年で 10日を超えない範囲

でまとめて取得することを可能とする改正（R7.10～） 

 

２．子育て支援セミナー等の開催【意識】 

○ 県・市町村職員を対象とする子育て支援セミナーを開催（昨年度の

実績は、若手職員向け 69名、管理職向け 93名） 

○ 庁内保育施設「うちまる保育園」による子育て相談会も毎月開催 

資料５ 
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３．育児休業等のさらなる取得促進【慣行】 

○ 令和６年度はほぼ 100%の職員が育児休業又は育児休暇を取得 

○ 令和７年度も対象職員一人ひとりのニーズに合わせた「育児支援計画

シート」を活用して取得促進（組織内の業務支援等も実施） 

 

※ 育児に加えて介護についても、ハンドブックや相談窓口を充実 

※ フレックスタイムやテレワークなど、柔軟な働き方も積極的に促進 

女性管理職育成 ○ 女性職員リーダー研修（R7.5） 

○ キャリアデザイン研修（R7.7） 

○ 女性管理監督者マネジメント力向上研修（R8.2 予定） など 

※ R7.4.1 時点で管理職（総括課長級以上）に占める女性割合は 15.1% 

ハラスメント防止 ○ セクシュアルハラスメント、マタニティハラスメント、パワーハラス

メント等に関する相談窓口（人事委員会及び人事課）の周知を毎月実施

2.5% 1.3%
5.5%

8.7% 7.8%

16.7%

36.8%

46.8%

61.4%

75.3%
82.3%

93.8%

93.6% 91.2%
85.7%

90.5% 88.3%

96.5% 97.5% 98.5%
96.1% 98.7%
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男性（育児休業のみ） 男性（特別休暇含む） 女性

3 月超 6 月以下の

取得が大幅に増加 
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令和７年度各部における女性活躍関連施策の取組について 

【部局名：復興防災部】 

事業名（項目名） 内 容 

防災会議運営費

（防災に関する政

策・方針決定過程

への女性の参画拡

大） 

・県防災会議（令和７年４月１日現在） 

 委員 76名中女性委員 14名（※女性割合：18.4％） 

・市町村防災会議（令和７年４月１日現在） 

 女性委員を３名以上任命している市町村防災会議 27 市町村 

（※岩手県内の市町村防災会議委員の女性割合：15.1％） 

→ 市町村消防防災主管課長会議等において、女性委員の意見を市町

村地域防災計画等に反映させることの重要性について説明するとと

もに、女性委員の数が３人未満の市町村に対しては、直接、市町村

に出向き、個別の働きかけを実施。 

自主防災組織強化

事業費（災害から

受ける影響の男女

の違い等に配慮し

た防災対策の実

施） 

防災士スキルアップ研修会（10月予定）や地域防災サポータースキ

ルアップ研修（２月予定）において、男女共同参画などの視点を取

り入れたカリキュラム（避難所運営ゲームなど）を実施。 

 

 

 

資料５ 

＜避難所運営ゲームの様子＞ 
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総合防災訓練費

（災害から受ける

影響の男女の違い

等に配慮した防災

対策の実施） 

釜石市及び大槌町と合同で開催予定の県総合防災訓練（令和７年 11

月８日（土））において、若者女性協働推進室と連携し、避難所への

妊産婦や乳幼児がいる家族向けスペースの設営など、女性や要配慮者

に配慮した避難所運営訓練を実施予定。  

  

 

消防力強化事業費

（女性消防職員活

躍支援） 

女性消防吏員の活躍促進に取り組む消防本部の事例等を学ぶた

め、ＪＦＦＷ（Japan Fire Fighting women's Club）交流会に派遣

（２名予定）。交流会で学んだ事例や研修内容を令和８年２月に開催

予定の女性消防吏員研修において伝達・共有。 

 

 
 

 

＜女性や要配慮者に配慮した避難所運営の実施状況＞ 
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沿岸地域基幹産業

人材確保支援事業

費（女性が働きや

すい職場環境整備

費補助） 

・水産加工業における女性が働きやすい環境整備により、女性従業員

の確保・定着やジェンダーギャップの解消を支援 

・Ｒ７支援事業者数：２者（予定）（Ｒ１～Ｒ６実績計：12者） 

 

※ 補助対象者：いわて女性活躍企業等認定企業 又は いわて子育てに

やさしい企業等の認定を受けている事業者（環境生活

部・保健福祉部とタイアップ） 

補 助 内 容：女性用休憩室やトイレ等の整備等 

補  助  率：県 1/4、市町村 1/4 

補 助 上 限：県 100 万、市町村 100 万 

 

 

 

＜整備前＞ ＜整備後＞ ＜整備に併せて各種設備も更新＞ 
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令和７年度各部における女性活躍関連施策の取組について 

【部局名：保健福祉部】 

事業名（項目名） 内 容 

ライフデザイン形

成支援事業 

若いうちから将来のライフプランを考える機会を提供するため、結婚、

妊娠・出産、子育て等に対する正しい知識や考え方を教示する「ライフ

プラン設計講座」を県内高校 10校で実施 ※別紙のとおり 

仕事と子育ての調

和推進事業 

・いわて子育てにやさしい企業等認証制度 

・男女が共に働きやすい職場環境づくりの推進に向けて、企業経営層向

けセミナーの開催（環境生活部と共催）（２回、延べ 100 社の参加） 

いわてで生み育て

る県民運動 

地域社会全体で子育てする人や子どもを温かく見守る環境づくりに取り

組む機運を醸成するため、「県民運動」を推進 
・結婚・出産・妊娠・子育てに係る支援情報等を県民に周知するための広報事業

を実施予定 

資料５ 
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○県内高等学校からモデル校を公募し、結婚、妊
娠・出産、子育てなど、将来のライフイベントについ
て積極的に考え、希望を持ってライフデザインを描
く機会を提供する講座を開催
※R7は10校程度

②高校生向けライフプラン設計講座
○高校生等若い世代に対して、結婚、妊娠・出産、子育
て、仕事も含め、将来のライフプランを考えるきっかけ
となるデジタルコンテンツを作成し、ＨＰ上で公開

○上記デジタルコンテンツを周知するチラシを作成し、
県内高校生及び新婚世帯、その他関係機関等に配付

①妊娠・不妊に関する正しい知識の普及啓発

学生や若い世代が、将来の様々なライフイベントに柔軟に対応できるよう、結婚、子育て、ワー
ク・ライフ・バランス等必要な知識や情報を総合的に習得するとともに、将来のライフデザインを
希望を持って描くことができるよう、セミナーやワークショップ等を通じて普及・啓発に取り組む。

ライフデザイン形成支援事業について

・自分のライフプラン
を考えながら生活し、
選択することが大切だ
と分かった。また、産
婦人科に行ったり、食
事に気をつけたり、自
分の体を守ることだけ
ではなく、相手の体も
大切にできるようにな
りたいと思った。

参考：R6年度受講生の感想
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１ 環境整備に取り組む中小企業者を支援する制度

令和７年度女性活躍関連施策の取組について
【商工労働観光部】

２ 若者・女性の起業支援

資料５

県内就職や子どもを安心して生み
育てる環境づくりを促進するため、
若者や女性などに魅力ある雇用・労
働環境の整備に向けた中小企業等の
取組を支援
（補助額1/2、補助上限額100万円、

一定の条件達成で上限額125万円）

▶ 中小企業者等賃上げ環境整備
支援事業費補助
（R7当初予算:100,000千円）

適切かつ円滑な価格転嫁や賃上げに
取り組む中小企業者等を支援するため、
生産性向上に向けた設備投資や人材育
成等に要する経費に対して補助

（補助額2/3、補助上限200万円）

▶ 魅力ある職場づくり推進
事業費補助金
（R7当初予算：9,728千円）

若者や女性に魅力ある職場づくりを支援 適切かつ円滑な価格転嫁に向けた取組
の促進を図り、賃上げのための環境整
備を支援

賃上げに取り組む中小企業等を支援

岩手県内で新たなビジネスの立上げ等にチャレンジする場合に、創業等において必要な資金調達を支援
▶ 若者・女性創業支援資金貸付金

（R７当初予算：591,622千円）
※ 新規融資枠を10億円に増額

（融資対象者：県内で新たに事業を開始しようとする女性の方又は若者（39歳以下））

（融資限度額：1,000万円以内）（融資期間：10年以内（据置１年以内））

３ 若者・女性の活躍推進

▶ アパレル・漆等いわて価値創造産業支援事業費（R7当初予算：6,487千円）
アパレルや漆など、女性の就業割合が高い北いわての特色ある地場産業を中心に、県民理解の増進や魅力ある産業とし

ての認知度向上を図るため、学生を対象とした県内事業所でのオープン・カンパニー、デザインコンテストやＰＲ映像の
制作、配信を実施

▶ 物価高騰対策賃上げ支援事業
（R6.９号補正予算:1,940,000千円）

県内の中小企業の賃上げの加速化を
図り、中小企業に必要な人材を確保し
ていくため、賃上げに取り組む中小企
業等に支援金を支給
（給付額：従業員１人当たり６万円、
最大50人分
（１事業所当たり最大300万円））
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５ いわて働き方改革推進運動の展開

県内企業における長時間労働の是正や年次有給休暇の取得促進等の「働き方改革」を促進するため、企業参加型の運動
を展開し、特設ウェブサイト、リーフレット等による周知・啓発を実施［運動参加企業数：1,141社（R7.６月末時点）] 

４ 産業関係団体への要請活動

女性の活躍促進に向けた雇用労働環境の確保や働き方改革に向けた取組の促進等について、
岩手労働局及び盛岡市と連携し、産業関係団体への要請活動を実施（令和７年５月７日～９日）
［要請先団体］
岩手県商工会議所連合会、（一社）岩手経済同友会、岩手県商工会連合会、岩手県中小企業団体中央会、

（一社）岩手県経営者協会、（一社）岩手県工業クラブ、岩手県中小企業家同友会 ＜岩手県商工会連合会への要請活動＞

働き方改革により人材の採用・定着、業績の向上につなげている優れた企業の取組を
表彰し、広く情報発信することで、企業の意識啓発を推進
○ 募集期間：令和７年７月16日～９月12日
○ 授 賞 式：令和７年11月中旬（予定）

いわて働き方改革AWARD 2025

＜いわて働き方改革AWARD2024授賞式＞

働き方改革実践企業フォローアップ

企業における従業員エンゲージメント（主体的貢献意欲）の向上のため、調査を通じて各社の実態を踏まえた取組を進めると
ともに、若者や女性など多様な人材が働きやすく、働きがいのある職場づくりの推進に向けて、下記の事業を実施

運動参加企業のうち50社程度を対象に、従

業員エンゲージメントに関する調査を実施し、

各社の実態を踏まえた伴走型支援を行うこと

で、企業の働き方改革の取組を支援する。

○ 調査時期：

第１回 令和７年８月（予定）

第２回 令和８年１月（予定）

【従業員エンゲージメントサーベイ】

従業員エンゲージメントサーベイを実施

した企業を対象に、先進的な取組や波及効

果の高い取組を実践している企業（２社）

の実際の現場を見学し、県内企業等への横

展開を図る。

○ 参加対象：

企業等の経営者、総務管理部門の職員等

【働き方改革実践企業の現場見学会】

＜参考：R6現場見学会（R6.8.29 株式会社アベヤス）＞

従業員エンゲージメントサーベイを

実施した企業を対象に、働き方改革に

資する取組を支援するための研修会を

２回実施。

【取組支援研修】
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令和７年度各部における女性活躍関連施策の取組について 資料５

【部局名：農林水産部】

項目名 内 容

１ 女性農林漁業者の
活躍に向けた環境
づくり

（１）女性農林漁業者の活躍に向けた環境づくり

家族経営協定推進セミナー（R7.9）

若手女性リーダー育成セミナー（R7.11）

「岩手県食の匠」の認定、動画を活用した情報発信

（２）意欲ある女性農林漁業者の育成

グループ活動への支援、活動成果発表会（R8.3）

２ 女性が働きやすい
環境整備

（１）農作業環境の改善に向けた研修会（R7.7）

（２）農業法人等に対する意識醸成セミナー（R7.10～12）

（３）子育て世代に対する働き方等に関する相談会（R7.10～12）

３ 農山漁村で輝く女
性部会の活動支援

（１）移住フェアでの

農林水産業の魅力発信（R7.8）

（２）女性活躍推進セミナー（R7.11）

（３）大学生や先進企業との意見交換（R8.1）

新規

◆ 若手女性リーダー育成セミナー

◆ 働き方等に関する相談会

◆ 女性活躍推進セミナー

新規
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項目名 内 容

４ 女性農林漁業者の
活躍に関する情報
発信

（１）県公式YouTube等を活用した女性漁業者

の情報発信（R7.9～）

（２）水産業におけるアンコンシャス・バイアス

解消に向けたシンポジウム（R7.11）

５ その他

（１）「いわて農林水産躍進大会」での女性農林漁業者等の表彰（R7.12）

農林水産業や農山漁村の活性化に意欲的に取り組んで

いる女性農林漁業者等

（２）農林水産部政策提案型調査研究コンテスト

「Wild Cup 2025」（R7.8.6-7）

アンコンシャス・バイアス解消部門

新規

新規

資料５

◆ 配信する動画のイメージ

◆ 女性農林漁業者の表彰

※ 項目１～４：幸せ創る女性農林漁業者育成事業

新規
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令和７年度各部における女性活躍関連施策の取組について 

【部局名：県土整備部】 

事業名（項目名） 内 容 

労働環境改善の取組

 

 

 

１ 建設現場の快適な環境整備の促進 

快適トイレの設置や休憩室のエアコン設置など、建設現場の環境改善に要する経費を

工事費に計上する取組を継続 

２ 建設現場における週休２日制の促進 

   令和６年２月から原則全ての工事において「週休２日工事」を発注者指定型で発注。 

３ ＩＣＴ技術の活用による安全で効率的な施工等の促進 

  ・ BIM/CIM 適用工事実施要領策定（R6.10）し、初の適用工事を発注（R6.12） 

 ・ ３次元モデル活用事例効果を共有し、他工事への事業展開を推進 

４ 建設企業の女性活躍等の取組の促進 

・ 「いわて子育てに優しい企業等」や「いわて女性活躍認定企業等」の認定等企業につ

いて、入札参加資格審査や工事入札（総合評価）において加点評価する取組を継続  

 ・ 女性技術者を配置した工事について、工事入札（総合評価）において加点評価する

取組を継続 

ジェンダーギャップ

解消に向けた取組     

 

 

建設業団体との意見交換会の開催（７月、９月） 

経営者等との意見交換会においてジェンダーギャップ解消 

に向けた取組等を説明 

女性活躍推進講座等の開催（９月） 

「アンコンシャス・バイアス」をテーマとした講習会を実施 

資料５ 

建設業における女性活躍・定着促進に向けた働き方改革、職場環境整備の推進に向けた取組 

経営者や幹部職員等に対する女性が働きやすい職場環境整備等への理解促進に向けた取組 
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建設企業のＤⅩ推進

に対する支援 
（建設ＤＸ推進事業費

補助金） 

 

 

 

１ 生産性向上事業（６～９月） 

ＩＣＴ機器や遠隔臨場システム等の導入に要する

経費の一部を補助 

２ 建設バックオフィスＤⅩ推進事業（６～９月） 

 ・ 建設現場や事務所のデジタル化に要する経費の

一部を補助 

・ 令和５年度から令和６年度までに採択された企

業の導入事例集を作成し、公表 

                                      

建設業のイメージア

ップ・入職促進に関

する取組      
＜建設業協会と連携＞ 

  

 

 

１ いわて建設業みらいフォーラムの開催(10 月) 

「けんせつ小町部会」のブース展示や女性技術者よる発表等により、建設業で働く女

性の現状や性別によらず働くことのできる建設業の魅力等を広く発信 

２ 工業高校生との意見交換会等の開催（令和８年１月）  

建設業のイメージアップと入職促進を目的にＤⅩ体験学習会及びけんせつ小町部会と

の意見交換会を開催 
 

県内建設企業におけるＩＣＴ等の活用による女性が働きやすい柔軟な働き方のできる環

境整備の促進に向けた取組 

建設業のイメージアップ、入職促進に向け、性別によらず誰もが働くことのできる建設

業をＰＲする取組 
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令和６年度女性活躍推進に関するアンケート調査結果

＜女性活躍推進に関するアンケート調査結果の概要＞

（１）目的
県における女性活躍に係る事業所等の現状とニーズを把握し、女性の活躍推進を効果的に進め

るための基礎資料とする。（H26、H30、R3 に続き４回目）
（２）調査対象

岩手県内に所在する従業員規模10 人以上の民営事業所から1,000 事業所を抽出
（３）調査時期

令和６年11 月26 日から12 月６日まで（前回：令和３年11 月26 日から12 月17 日まで）
（４）回収状況

396 事業所（回収率39.6％） ※前回R3：46.4％

資料６
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令和６年度女性活躍推進に関するアンケート調査結果

「常用労働者の女性の割合」及び「課長級以上の職に占める女性の割合」は増加傾向にあります。
女性の活躍推進に向けた取組を行っている事業者が増加しており、勤務時間の柔軟化や時間外勤務
の削減に取り組んでいるとの回答の割合が高くなっています。

39.9% 41.8%
44.9%

49.1%

12.7% 14.3% 15.1%

0%

20%

40%

60%

H26 H30 R3 R6

県内の事業所における女性の割合

常勤労働者のうち女性の割合

課長級以上の職に占める女性の割合

県若者女性協働推進室「令和６年度女性活躍推進に関するアンケート調査」［ 県内に所在する従業員規模10人以上の民営事業所 N＝396］
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35.1% 35.9%34.5%

32.6%

34.1%

34.3%

34.5%

33.6%

36.0%

31.9% 32.6%
31.5%31.5% 31.6%33.0%

29.1% 27.8%

23.9%

15.3%

22.5%

26.9%

21.9%

10%

20%

30%

40%

50%

R6R3H30

女性の活躍推進に向けた取組

短時間勤務・フレックスタイム等、勤務時間の柔軟化

時間外勤務の削減、長時間労働の是正

女性従業員の採用拡大

非正社員から正社員への登用

トイレ、更衣室等の性別に配慮した職場環境の整備

女性従業員のキャリア形成のための研修等の実施、研修機会の付与

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定

女性の管理職への積極的登用
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令和６年度女性活躍推進に関するアンケート調査結果

女性の活躍を推進することによるメリットがあると考える事業所が増加しており、理由として男女
ともに働きやすい職場になると回答した割合が増加しています。
女性活躍推進における課題については、女性の家庭の負担が重いとの回答が最も多く、育児休業等
を利用する従業員をカバーする人的余裕がないと回答した割合が増加しています。

55.6%55.2%

52.3%

41.4%

44.2%

35.5%
34.3%

26.5%

28.1%

28.5%

24.4%
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27.5%

32.1%33.8%

20%

40%

60%

R6R3H30

女性活躍を推進する上での課題

家事・育児・介護等の家庭の負担が重い

本人が昇進を望まない

育児休業等を利用する従業員をカバーする人的余裕がない

時間外労働、深夜勤務をさせにくい

担当できる仕事や配置できる部署が限られている

県若者女性協働推進室「令和６年度女性活躍推進に関するアンケート調査」［ 県内に所在する従業員規模10人以上の民営事業所 N＝396］
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R6R3H30

女性の活躍を推進することによるメリット

男女ともに働きやすい職場になる

優秀な人材の確保・定着

企業のイメージアップ
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構成団体における令和７年度の新規又は拡充の取組について 

１ 岩手県商工会議所連合会 

時 期 内   容 

通年 

 

 

 

 

 

 

 

６～７月 

 

 

 

通年 

 

 

通年 

 

通年 

１ 岩手県商工会議所女性会連合会事業による女性経営者等の資質向上と女性経営者ネットワークの構築 

（１）研修事業を実施 

花巻東高校ソフトボール部 齋藤春香監督を講師に組織づくり・マネジメントについて学んだ。 

（６月１８日） 

（２）上部団体研修会等への参加 

東北六県商工会議所女性会連合会、全国商工会議所女性会連合会等の研修会へ参加し資質向上を図る。 

（３）県内９商工会議所女性会ごとの各種研修事業 

  

２ もりおか創業スクールの開催 

  女性・若者等を含め創業支援を行うため、全５回コース（6/21～7/19）で開催。経営、財務、販路開拓、金融など創

業に役立つ知識とともに、事業計画の作成について学ぶ内容。（受講生２３名中女性８名が受講） 

 

３ 女性向けの創業融資・補助金支援 

  女性・若者・シニア起業家支援資金、いわて起業家育成資金（若者・女性創業支援資金）等の紹介・斡旋・相談 

 

４ 健康経営の推進を通じた女性の働きやすい環境づくり 

 

５ 専門家派遣事業を通じた女性の働き方改革支援 

 

 

 

 

 

 

資料７ 
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２ 岩手県商工会連合会 

時 期 内   容 

9 月～10 月頃 

 

年間 

 

8 月～10月 

１ 県内女性部を４ブロックに分け、地区ごとに研修事業を行い女性部員の効果的な資質向上を図る。 

 

２ 働き方改革につながる専門家による個別支援。 

 

３ 創業起業者や新分野進出を目指す第二創業希望者等の掘り起こしや育成のため、県内各地から受講可能なオンライン

創業セミナーの開催。 

 

３ 一般社団法人岩手経済同友会 

時 期 内   容 

８月 29 日（金） 昨年に続き、「岩手経済戦略会議 2025」を、人口減少をテーマに開催することにしているが、その人口減対策の鍵となる

女性の定着のためには女性活躍は大切と考えている。会議では岩手の女性経営者をパネラーに迎え、パネルディスカッシ

ョンで現状認識と課題解決のための糸口を探ることにしている。 

 

４ 一般社団法人岩手県経営者協会 

時 期 内   容 

 

５月 13 日 

６月 12 日 

９月 11 日（予定） 

２月 13 日（予定） 

 

７月 28 日（予定） 

１ 会員企業向け階層別セミナーを開催＜拡充＞ 

・「採用から退職までの基本的な法律知識」 ～最新法令の動向と実務のポイント～ 

・「すぐに役立つ！社会保険・労働保険の実務とポイント」 ～複雑難解な保険制度と日常の問題点はこれで解決～ 

・「STOP！ハラスメント、GO！職場環境の改善」～ハラスメントが引き起こす問題と予防法、職場改善を阻む壁を壊す～ 

・「管理者研修」～管理者に今、求められる管理能力を学ぶ～【マネジメント、ハラスメントに関する知識等】 

 

２ 経営トップ層向け講演会を開催＜拡充＞ 

総合テーマ「人材多様化時代における適正処遇の検討」 

人材の多様化等により、企業が対応を迫られる重要課題について、女性活躍の視点を含めて法的観点から解説いただく。 

第１部「有為な人材材用～採用にまつわる法的留意点～」 

第２部「多様な人材活用～社員の希望・実情に応じた働き方の提案と課題～」 

講師 三島法律事務所 弁護士 真田 昌行 氏（経営法曹会議所所属弁護士 仙台市） 
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５ 岩手県中小企業家同友会 

時 期 内   容 

 

毎月１回開催 

岩手県中小企業家同友会女性部会 ツキイチ 144 大学 

 

 

 

４月 「信用調査の視点から学ぶ企業を見る目」 
(株)帝国データバンク 盛岡・水沢支店長 森浩一氏 

 
５月 「仏教と地域をつなぐ毛越寺での新たな挑戦」 

毛越寺一山 寿徳院 住職・広報行事部長 南洞法玲 氏 
 
６月 「今日から使える！経営者のための AI 活用」 

(株)サステナ 代表取締役 三井康平 氏 
 
７月 「つながりを育む創造の場“ヤマキウ南倉庫”見学会」 
 
８月 「正しく知って備えるカスタマーハラスメント対策」 

（岩手県労働委員会 出前講座） 
特定社会保険労務士 本田純 氏 

 
10 月 「地に根ざす文化の再編集“satoyama 縁日”見学会」 

(株)京屋染物店 代表取締役 蜂谷悠介 氏 
 
11 月 「地域に根ざす南部鉄器とグローバル展開の経営」 

(株)岩鋳 代表取締役 岩清水弥生 氏 
 
12 月 フリートーク 

「経営に関する困りごとや悩みを語りましょう」 
 
１月 「人と健康をつなぐ経営とブランディングの実践」 

(株)KYO-EI 取締役 髙橋奈緒美 氏 
 
２月 「企業変革支援プログラムの活用で自社を変革！」 

杜陵テクノ(株) 代表取締役 川村武司 氏 
 
３月 シークレットゲスト 
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６ 一般社団法人岩手県銀行協会 

時 期 内   容 

２０２５年 

(３年間の中期計

画) 

【いずれも継続案件】 

☆２つの目標 

１ 役席者の新規登用女性割合を３０％以上とする。 (2024 年度：40.9％) 

※ 2024 年度は目標クリアしているが、人事案件であり流動的な面もあることから安定的に３０％を目指す。 

※ なお、現時点での役席者の女性割合は１５％ 

 【施策】 

  ・女性管理職と若手女性行員のキャリア形成セミナー、アンコンシャス・バイアス・マネジメント研修の実施 

  ・リスキリング支援体制の整備 

  ・育児休業支援セミナー(復職に向けて) 

 

２ 男性行員の育児休業等取得率を８０％以上とする。 (2024 年度：100％) 

※ 2024 年度で目標クリアしており定着化を目指す。 

取得日数１０営業日以上とする。 (2024 年度：５営業日程度) 

 【施策】 

  ・育児休業等相談窓口の設置 

  ・啓蒙ニュースの発行 

 

☆その他の支援策 

１ リターン採用制度(OB/OG) 

２ 嘱託・パートから行員への登用 

３ 地銀人材バンクの活用 

 

７ 岩手県森林組合連合会 

時 期 内   容 

６月 27 日 県内 18 森林組合の職員を会員とする岩手県森林組合職員連盟（佐藤剛会長）主催により、６年ぶりの女性部会研修を開

催。 

木材を活用した食品の生産工場見学、盛岡市内における県産木材が活用された店舗等の見学等を通じ、女性職員の資質

向上に努めた。 
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８ 岩手県消防長会 

時 期 内   容 

 

４月 

 

 

９月中 

 

 

６月 30 日 

 

 

令和７年度内 

 

 

 

７月上旬 

 

 

 

４月１日開始 

 

 

 

運用中 

今年度中 

 

 

８月４日 

【宮古地区広域行政組合消防本部】 

・女性専用施設の整備が完了し、全署所に女性職員を配置した。 

 

【一関市消防本部】 

・総務省消防庁「女性消防吏員活躍推進アドバイザー制度」を活用した研修会を開催予定 

 

【釜石大槌地区行政事務組合消防本部】 

・「女性消防職員傾聴ミーティング」 

 男女共同参画推進月間の取組みとして、女性消防職員から職場環境やライフイベントに関する不安などの意見等を聞

き、職場環境の向上を目指すもの。 

・「女子更衣室修繕」 

 女性職員の増員を目指し、女性専用施設の整備改修として仮眠室を広げる。 

 

【花巻市消防本部】 

・県内の公務員専門学校等を訪問し、職員募集の説明を行うとともに、女性消防吏員の活躍を紹介し、女性の消防職志

望者増加を図る。 

 

【北上地区消防組合消防本部】 

・北上地区消防組合救急救命士復帰要領を策定し、育児休業等により長期間救急活動に従事していない救急救命士を対

象とした復帰支援を開始した。 

 

【大船渡地区消防組合消防本部】 

・大船渡地区消防組合女性消防吏員の勤務に関する規程を策定し、運用中 

・通信指令室に女性用仮眠室を設け、女性消防吏員の活躍の場の拡充を図る。 

 

【二戸地区広域行政組合消防本部】 

・自衛隊・警察・消防合同で開催する就職説明会に女性職員が参加することにより女性活躍推進の PR を図る。 
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９ 認定ＮＰＯ法人いわて子育てネット 

時 期 内   容 

随時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月１回 

 

 

適宜 

■子育て支援施設の運営 

①子育てサポートセンター（岩手県）           

・子育て親子の居場所                 ・子育てセミナーの提供 

・子育て相談（栄養相談・赤ちゃん相談・なんでも相談） ・お楽しみ会 

・子育て情報提供 

②もりおか子育て応援プラザ（盛岡市） 

・子育て親子の居場所                 ・お楽しみ会 

・子育て相談（栄養相談・母乳相談・なんでも相談）   ・一時預かり 

・子育て情報提供                   ・お疲れママのリラックスルーム 

・子育てセミナーの提供                ・子育て応援団 

■託児 

・託児訪問  ・団体託児  ・一時預かり 

■岩手医科大学「病児等保育支援事業」 

・病児等育児に係るベビーシッター派遣事業 

■岩手県医師会「女性医師子育て支援事業」 

・育児に係るベビーシッター派遣事業  ・産前産後支援 

■子育て支援施設(子育てサポートセンター、もりおか子育て応援プラザ)において看護系学生の実習研修 

・岩手県立大学看護学部  ・岩手保健医療大学看護学部  ・盛岡看護医療大学校 

■パパママ教室運営（盛岡市 R7年 5 月～） 

・初妊婦及び夫・パートナーを対象に、赤ちゃんとの生活についての講話、体験（パパの妊婦体験ジャケット）等を 

実施。 

■スキルアップで安心・安全、楽しい子育て研修事業 

・安心、安全で楽しい子育てができるように、夫婦のコミュニケーション、子どもの発達の理解等を通して、楽しい子

育ての啓発。 
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10 ジョブカフェいわて 

時 期 内   容 

令和７年度 

 

 

 

11 月予定 

 

 

 

 

 

５月 28 日 

 

 

６月 10 日 

１ いわて働き方改革推進運動 参加宣言 

働き方改革の取り組みを推進する 1136 事業所が運動への参加を宣言（6月 25 日現在）。 

宣言項目として、ジェンダー・ギャップ解消、アンコンシャス・バイアス解消を追加。 

 

２ いわて働き方改革 AWARD2025 授賞式 

目的：県内企業における働き方改革の優れた取り組み事例を広く県民に知らせることを通じて、働き方改革に向け

た企業の取り組み意欲の醸成と全県的な働き方改革の取り組み促進を目的として実施。 

テーマとして、ジェンダー・ギャップ解消、アンコンシャス・バイアス解消を追加。 

 

３ いわて働き方改革推サポートデスク 

「女性活躍認定セミナー」における講演 

依頼：沿岸広域振興局 経済企画部 産業振興室 

対象：「大槌商工会令和７年度通常総会」参加者 

「女性活躍認定セミナー」における講演 

依頼：岩手県沿岸広域振興局経営企画部宮古地域振興センター 

対象：沿岸地域の企業等 

 

■Ａコース 

9 月 1 日～3日 

■Ｂコース 

8月27日～29日 

■Ｃコース 

9月10日～12日 

 

※別途事前・事後

プログラムを実施

予定 

 

いわてのしごとまなびツアー 学生向け 

1 コース３社を訪問する職場体験ツアー。３コースの中から関心のあるテーマを選択可能。見学や体験、座談会など多

様なプログラムを体感することで、将来的な岩手での就労を促進する。 

対象：岩手県外在住の学生 

【Ａコース】 

株式会社キンレイ/盛岡セイコー工業株式会社/株式会社ユーティーオー 

【Ｂコース】 

株式会社パルコホーム/アサヤ株式会社/株式会社システムベース 

【Ｃコース】 

株式会社バイタルネット/株式会社水清建設/株式会社グリーンピア三陸みやこ 
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時 期 内   容 

 

■Ａコース 

9 月 4 日～6日 

 

■Ｂコース 

8月20日～22日 

開催予定 

いわてのつくるしごと研究ツアー 

地場産業である縫製業や漆産業等の伝統工芸について、幅広く実際の職場の雰囲気や環境など、普段なかなか知るこ

との難しい企業の情報や魅力を体感できるプログラムを予定 

対象：大学・専門学校等の学生 

【Ａコース】 

アイデアのチカラで未来につなぐ！いわてのアパレル産業の魅力を知る 

株式会社二戸ファッションセンター/株式会社小彌太/株式会社フレッシュ （事前事後プログラムを含む） 

【Ｂコース】 

地域に根ざすクリエイティブ！世代を超えて愛されるものづくりの魅力を学ぶ 

タヤマスタジオ株式会社/株式会社岩谷堂タンス製作所/株式会社うるみ工芸 （事前事後プログラムを含む） 

 

 

 

 

 

 

5 月 30 日 

6 月 26 日 

10 月 29 日 

10 月頃 

12 月上旬 

12 月頃 

1 月 21 日 

1 月 23 日 

 開催予定 

 

県内高等教育機関と連携した県内企業の魅力等を伝える講座 

学生と県内企業「人」とのリアルかつ啓発的な接点を提供し、岩手で働くさまざまな魅力に触れることで、学生のキ

ャリア選択の幅を広げられる講座を実施 

対象：県内高等教育機関の就職活動が本格化する前の学生 

 

富士大学「キャリア形成論Ⅲ」 企業数 4社 

岩手大学「キャリアを考える」 企業数 3社 

岩手県立大学宮古短期大学部  「キャリア形成の基礎」企業数 10 社予定 

岩手県立大学「人間と職業」  企業数 3社予定 

盛岡大学「基礎ゼミナール」  企業数 3社予定 

岩手県立大学「人間と職業」  企業数 3社予定 

北上コンピュータ・アカデミー 「就職準備セミナー」  企業数 2社予定 

岩手大学「キャリアを考える」 企業数 1社予定 
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時 期 内   容 

12 月 24 日 未来のワタシゴト探究会議 

目的：県内の大学や企業との交流を通じて、岩手の「学び」と「しごと」への理解を深め、高校生が県内企業を大学等

卒業後の就職先の一つとして捉えていただくことを目的に開催。※令和４年度から実施 

内容：会場を午前と午後で異なる４エリア（合計８エリア）に分け、各エリアでさまざまな地域課題に関連したテー

マを設定。テーマに対して、企業と大学がそれぞれの立場から研究内容や取り組みを紹介することで「学び」と

その先にある「仕事」の共通点をイメージする機会とする。 

日時：2025 年 12 月 24 日（水） 【午前の部】9:50-12:25【午後の部】13:50-16:25 

会場：いわて県民情報交流センター アイーナ８階 

対象：県内高等学校に通学する主に１、２年生 

出展大学・企業：県内大学等教員８名、県内に所在する企業・団体 48 社 

 

11 岩手県男女共同参画センター 

時 期 内   容 

令和 7 年 6 月～令

和 8年 2月 

2025 固定的性別役割分担意識解消事業企業向け出張セミナー 

【内容】 

  県内企業に呼びかけ、要請に応じ、職員又は外部の有識者を講師として派遣し、職場や地域に存在する固定的な役

割分担意識やアンコンシャス・バイアス（無意識の偏見・思い込み）への気づきや見直しの必要性について理解を促

進するための出張セミナーを行う。 
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